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1971年
7,000万円
80人（2019年7月現在）
東京都新宿区
運輸交通計画、都市・地域開発計画、
環境・気候変動、社会開発、民間セクター、
ガバナンス・法制度など
開発コンサルタント（通年）
若干名
〒160-0022
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：
：
：
：
：

：
：
：

：
：
：

ミャンマー国ヤンゴン市の中心部は交通混雑が著しい

　

50
年
に
近
く
に
わ
た
り
、
運
輸

交
通
計
画
や
都
市
・
地
域
計
画
を

中
核
と
し
つ
つ
、
環
境
、
社
会
基
盤
、

社
会
開
発
な
ど
国
内
外
で
コ
ン
サ

ル
テ
ィ
ン
グ
サ
ー
ビ
ス
の
領
域
を

広
げ
て
い
る
ア
ル
メ
ッ
ク
Ｖ
Ｐ
Ｉ
。

　

海
外
拠
点
と
し
て
フ
ィ
リ
ピ
ン
、

ベ
ト
ナ
ム
、
モ
ン
ゴ
ル
に
事
務
所

を
構
え
、
こ
れ
ら
の
国
々
を
基
軸

と
し
て
主
に
東
南
ア
ジ
ア
で
事
業

を
展
開
。
海
外
業
務
は
国
際
協
力

機
構
（
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
）、
ア
ジ
ア
開
発

銀
行
、
世
界
銀
行
、
そ
の
他
国
際

機
関
、
外
国
政
府
、
日
本
政
府
が

主
な
ク
ラ
イ
ア
ン
ト
だ
が
、
近
年

は
民
間
企
業
に
も
対
応
す
る
。
代

表
的
な
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
案
件
の
一
つ
ベ

ト
ナ
ム
の
「
ハ
ノ
イ
市
総
合
都
市

開
発
計
画
調
査
」
は
、
急
成
長
す

る
同
市
の
社
会
経
済
、
環
境
、
交
通
、

住
宅
な
ど
多
く
の
分
野
の
開
発
計

画
を
カ
バ
ー
し
た
案
件
。
こ
の
調

査
に
基
づ
い
て
、
ベ
ト
ナ
ム
の
都

市
計
画
制
度
の
改
革
、
都
市
鉄
道

の
建
設
が
進
め
ら
れ
る
な
ど
都
市

開
発
の
モ
デ
ル
と
な
っ
て
い
る
。

　

今
後
は
従
来
の
専
門
領
域
に
留

ま
ら
ず
、
開
発
途
上
国
で
ニ
ー
ズ

が
高
ま
る
経
済
開
発
や
環
境
、
観

光
計
画
な
ど
の
取
り
組
み
を
拡
充

し
て
い
く
方
針
だ
。

　

海
外
部
門
で
の
新
卒
採
用
は
修

士
課
程
か
博
士
課
程
修
了
見
込
み

の
者
が
対
象
だ
。
中
途
採
用
は
原

則
と
し
て
運
輸
・
交
通
計
画
や
都

市
・
地
域
計
画
な
ど
の
経
験
者
が

対
象
と
な
る
。

　

仕
事
に
取
り
組
む
ス
タ
ン
ス
と

し
て
「
で
き
な
い
理
由
」
で
は
な
く
、

実
現
す
る
方
策
を
語
れ
る
人
が
評

価
さ
れ
る
。
現
場
で
問
題
点
を
発

見
し
、
課
題
解
決
に
向
け
た
提
言

を
す
る
能
力
も
必
要
だ
。

　
「
こ
の
業
界
で
重
要
な
の
は
知
性
、

人
間
力
、
専
門
性
に
加
え
て
、
他

国
の
人
々
・
生
活
文
化
に
好
奇
心

を
持
ち
、積
極
的
に
対
話
す
る
意
識
。

部
活
な
ど
で
リ
ー
ダ
ー
や
世
話
人

な
ど
を
務
め
、
人
の
た
め
に
尽
く

す
思
い
の
あ
る
人
に
は
う
っ
て
つ

け
で
す
」
と
代
表
取
締
役
・
長
山

勝
英
さ
ん
。

都
市
開
発
・
交
通
計
画
に

多
く
の
実
績

実
現
さ
せ
る
た
め
の

方
策
を
語
れ
る
人
に

街の将来を形どる仕事にやりがい
　JICA案件の「ミャンマー国ヤンゴン公共バスサービス改善プロジェクト」でバ
ス路線のサービス向上に向けた技術協力をしています。業務調整と公共交通計画な
どを担当し、日本に戻ってもすぐ出張という、1年のほとんどを現地で過ごす日々。
ヤンゴンのバスは300路線、100以上の事業者がありましたが、2017年1月、
現地政府により「運行に関するルールを定める」「60路線に統合する」など、バス
運行体制のリフォームを実施。まだまだ課題が多く、日本のバス事業に関するノウ
ハウを活かして、サービス改善を目的に、2021年までこの仕事は続きます。ヤン
ゴンでは同じくJICA案件の都市鉄道整備計画や外環状道路整備計画で需要予測を
担当しています。スタッフも同じなので仕事がつながり、広がっていく感じ。今後
は“大きな夢をかける”マスタープランの仕事がしたいです。

海外にも売っていますが高価なので、
日本から2箱ほど持っていきます。最
初の1カ月くらいはもつので安心なん
ですよ。手軽に栄
養を取れますね。

現地の人からも
お礼やコメントが来ます

　開発コンサルタントの仕事をしたいと思ったのは、大学院生のとき
です。修士1年時、インターンシップで当時のアルメックVPIの代表
にお世話になり、フィリピン・マニラにて業務に帯同したことがきっ
かけで、開発コンサルタントとして途上国の都市計画の仕事をしたい
と決意し、入社しました。日本で都市計画をしようとしても大きなイ
ンフラ整備プロジェクトの数は少なくなっているので、大きな画を描
けるとしたら開発途上国だと実感したのです。
　現地の人や現地に住む日本人に「ここのバス良くなったよね」と直
接言われたり、プロジェクトに関するフェイスブックページでコメン
トをもらえたりしたときに、市民の生活に直結する仕事をしていると
実感します。また、この年齢でやれることにしては、とても大きな仕
事ができていると感じています。

「日本のシリアル」
神戸市立
工業高等専門学校を卒業

横浜国立大学大学院を修了
（都市イノベーション学府）

アルメックVPI に入社

太瀬 隆敬さん
海外事業本部・交通計画部
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開
発
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都市開発、交通計画に多くの実績

国際協力業界で働く

アルメックVPI

都
市
開
発
・
交
通
計
画
を
リ
ー
ド

２
０
１
３
年
４
月
、
運
輸
・
交

通
や
都
市
開
発
分
野
に
高
度
な
専

門
性
を
持
つ
ア
ル
メ
ッ
ク
、
官
民

連
携
事
業
な
ど
に
取
り
組
ん
で
い

た
バ
リ
ュ
ー
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
・
イ

ン
タ
ー
ナ
シ
ョ
ナ
ル
（
Ｖ
Ｐ
Ｉ
）

の
２
社
が
合
併
し
て
現
在
の
ア
ル

メ
ッ
ク
Ｖ
Ｐ
Ｉ
と
な
っ
た
。運
輸
・

交
通
計
画
や
都
市
・
地
域
計
画
を

中
核
と
し
つ
つ
、
環
境
、
社
会
基

盤
、
社
会
開
発
な
ど
国
内
外
で
コ

ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
サ
ー
ビ
ス
の
領

域
を
広
げ
て
い
る
。

海
外
拠
点
と
し
て
フ
ィ
リ
ピ
ン
、

ベ
ト
ナ
ム
、
モ
ン
ゴ
ル
に
事
務
所

を
構
え
、
こ
れ
ら
の
国
々
を
基
軸

と
し
て
主
に
東
南
ア
ジ
ア
で
事
業

を
展
開
し
て
い
る
。

同
社
が
手
掛
け
た
代
表
的
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
の
ひ
と
つ
、
ベ
ト
ナ
ム

の
「
ハ
ノ
イ
市
総
合
都
市
開
発
計

画
調
査
」（
国
際
協
力
機
構
＝
Ｊ

Ｉ
Ｃ
Ａ
）
は
、
急
成
長
す
る
同
市

の
社
会
経
済
、
環
境
、
交
通
、
住

宅
な
ど
多
く
の
分
野
を
カ
バ
ー
し

た
案
件
だ
。
こ
の
調
査
に
基
づ
い

て
、
ベ
ト
ナ
ム
の
都
市
計
画
制
度

の
改
革
、
都
市
鉄
道
の
建
設
が
進

め
ら
れ
る
な
ど
、
都
市
開
発
の
モ

デ
ル
と
な
っ
て
い
る
。

今
後
は
従
来
の
専
門
領
域
に
留

ま
ら
ず
、
開
発
途
上
国
で
ニ
ー
ズ

が
高
ま
る
経
済
開
発
や
環
境
、
観

光
計
画
な
ど
の
取
り
組
み
を
拡
充

し
て
い
く
方
針
だ
。

海
外
部
門
で
の
新
卒
採
用
は
修

士
課
程
、
ま
た
は
博
士
課
程
修
了

見
込
み
の
者
が
対
象
だ
。
中
途
採

用
は
原
則
と
し
て
運
輸
・
交
通
計

画
や
都
市
・
地
域
計
画
な
ど
の
経

験
者
が
対
象
と
な
る
。

し
っ
か
り
と
し
た
目
標
と
専
門

性
を
高
め
る
意
識
を
持
ち
、
状
況

に
臨
機
応
変
に
対
応
で
き
る
フ
レ

キ
シ
ビ
リ
テ
ィ
の
あ
る
人
材
を
同

社
は
求
め
て
い
る
。
公
共
性
・
社

会
性
へ
の
信
念
、
開
発
コ
ン
サ
ル

タ
ン
ト
と
し
て
や
り
抜
く
覚
悟
、

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力
や
確

か
な
ス
キ
ル
も
欠
か
せ
な
い
。

設立 ▶ 1９７1年
資本金 ▶ 7，０００万円
従業員 ▶ 75人
本社 ▶ 東京都新宿区
海外拠点 ▶  マニラ、ハノイ、

ウランバートル
事業分野 ▶  国内および海外の

都市計画、交通計
画、地域開発計画、
経済産業開発、環
境計画などに関す
るコンサルティング、
プランニング

募集職種 ▶  社会、経済、都市、
交通に関連するプラ
ンニングを担う専門
技術者

募集人数 ▶  若干名

募集人材 ▶  文系・理系   
新卒・中途   
学士・修士

企業・採用情報

プランニング（計画）に特化

東南アジアに拠点を持ち活動

POINT

ベトナムの交通渋滞の緩和に取り組む

057
国際協力キャリアガイド 2017-18

私にとって初めての海外案件だったベトナムの「ハノイ公共交通改善プロジェクト」は印象に残
る仕事でした。首都ハノイでは人口増加に伴って乗用車やバイクが急増し、交通渋滞が深刻化し
ています。このプロジェクトは、ハノイ市が計画する
都市鉄道が建設されるまでの渋滞緩和策として、
バス交通の利用を促進する取り組みです。ハノイ
ではバス利用率が低いため、サービス向上に向け
た市交通の能力強化を通じて、利便性・快適性の
改善を図りました。バス専用道路の整備、私的な
交通手段の制限など総合的に対策を実施してお
り、効果を挙げつつあります。

印象深いプロジェクトや業務は？

自分の強みになる専門性を持つことが大切であり、具体的には修士号や業務経験が求められ
ます。仕事に取り組むスタンスとして「できない理由」ではなく、実現する方策を語れる人が評価さ
れると思います。現場で問題点を発見し、課題解決に向けた提言をする能力も欠かせません。
そのために日々の努力を惜しまず、諦めない気持ち、そして確固たる目標を持って進んでほしいと
思います。

この仕事を目指す読者へ一言

（株）アルメックVPI

代表者
代表取締役　長山勝英 / 石本潤

〒160-0022
東京都新宿区新宿5-5-3
建成新宿ビル

TEL 03-3353-3200（代）
Email　hp@almec.co.jp

Company Data

海外事業本部・交通計画部　
シニアコンサルタント
（日本大学大学院・理工学研究科／
 政策研究大学院大学・開発政策プログラム修了）

小田 崇徳 さん
Oda Takanori

● ベトナム・ハノイ公共交通改善プロジェクト
●   フィリピン・マニラ首都圏の持続的発展に向
けた運輸交通ロードマップ作成支援調査

●   インドネシア・JABODETABEK都市交通政
策統合プロジェクト

社員に聞きました！

社会に貢献できる分野で、将来大きな仕事をした
いと思い、大学では交通土木工学を専攻しまし
た。大学院では道路や橋の計画・施工、交通計
画などを学び、卒業後は国内の交通事業を専門
とするコンサルティング企業に就職しました。海外
の仕事がしたいという思いもあったのですが、こ
の時は縁がなかったのが本当のところです。

学生時代

交通需要予測を専門として国内事業に携わりつ
つ、会社からの派遣を通じてGRIPSの開発政策
プログラムで学びました。ここでは首都圏の鉄道
沿線ごとの人口動態、年齢構造の変化を研究
し、それが沿線開発にもたらす影響を考察しまし
た。復職後にアルメックの海外調査に補強メン
バーとして参画したことなどもあって、当社に転職
しました。

前職時代

経済成長著しいフィリピンのマニラ首都圏の持
続的発展に向けた運輸交通ロードマップ作成支
援として、都市鉄道や道路の需要予測に取り組
んでいます。マニラはアジアでも最悪レベルの交
通渋滞に悩まされており、交通インフラ整備は重
要課題です。また、インドネシアのジャカルタ首都
圏の案件では、副総括として都市交通政策の策
定を手掛けています。

現在

日本大学大学院修了。国内
専門の交通系コンサルティ
ング企業に就職

25歳

会社からの出向として政策
研究大学院大学（GRIPS）
に入学

32歳

復職して国内の交通案件
に従事33歳

アルメックVPIに転職38歳

これまでの主な担当プロジェクト

交通需要予測の 計算プログラム作成（国内）
カウンターパートとの協議（海外）
交通調査の監督 および現場視察 （海外）

今日のTo Do！
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動できない状況に追い込まれた。
誰もが公共交通サービスを受けら
れるよう、包摂的なシステムをど
う作るか検討する必要がある。感
染症への対応は医療・保健分野に
属する話ではあるが、医療機関へ
の円滑なアクセス手段の構築など
は都市計画の仕事であろう。
　３つ目は、「防疫的環境」とい
う視点だ。途上国では、より重視
されていく可能性がある。例えば、
マラリアやデング熱の原因となる
ウイルスは蚊が媒介するが、都市
で放置されたゴミに溜まった水の
中で蚊が繁殖するため、廃棄物処
理システムの整備は防疫の一つに
なる。下水・排水施設なども含め
た都市環境インフラの整備と維持
管理に自治体がどう対応していく
か、ガバナンスの観点も重要だ。

地域住民の視点も取り入れる

　新しい価値観に支えられたまち
づくりを達成するには、弱者を含
めた住民や地方自治体の意見を吸
い上げ、都市計画や政策に反映す
る、ボトムアップのアプローチを
取り入れることが必要だ。
　我々が主体となって実施してい
る国際協力機構（JICA）の「タ
イ国未来型都市持続性推進プロジ
ェクト」（2015年７月～現在）
は、まさにボトムアップのアプロ
ーチによる地方の都市開発を目指
したものだ。同プロジェクトでは
６つのモデル都市を選定して、観
光、教育、交通など各都市でテー
マを選定し、将来の持続可能な都
市計画を策定した。その際に、住

民やNGO、大学教授など、地域
の各アクターたちと自治体が一緒
に「自分たちのまちをどうする
か」を議論し、将来ビジョンから
具体的なアクションプランまで作
成した。
　この取り組みで私が重視したの
は、現地の人たちが次の世代に
「自分たちはこのように考えてま
ちづくりに参加した」と誇れる、
“伝説”を作り上げることだ。私
は、都市計画とは「こうした価値
を大切にして生活していきません
か」というのを、次の世代に引き
継ぐ作業だと考えている。そのた
めに「何が問題か」を問いかけつ
つ、解決策などを議論していく。
そうした中で次の世代に「親達が
作ったこのまちを大切にしたい」
という意識が育まれて、まちは持
続可能となると考えている。
　このボトムアップ・アプローチ
は、ウランバートルでの都市計画
マスタープランの策定でも取り入
れた。ODAによる都市計画では、
昨今、多くがこのアプローチを採
用している。面白いことにフィリ
ピンは、このアプローチの先駆者
であり、我々が学ぶべき知見を多
く持っている。同国では、民主的
な地方自治法の下で、地方自治体
が主体となった都市開発の制度が
整っている。住民の声を地方自治
体に届けるNGOの活動も活発だ。
人々に法令順守の意識が低いこと
が課題であるが、法的枠組み自体
はよく整備され、個々の能力は高
く、地方自治の主体性はしっかり
機能している。学ぶべき点は多い。

本当の“スマート”とは

　最後に、近年、都市開発分野で
よく話題に上がるスマートシティ
に関して話したい。日本政府が掲
げるスマートシティは、どうやら
日本が持つ最先端の技術を活用し
た都市を意味しているようだが、
やはり忘れてはならないのは弱者
の包摂だ。我が国は、都市開発に
ユニバーサル・デザインを積極的
に取り込むなど、障害者を含めた
すべての人が暮らしやすい“優し
い”都市づくりが進められてきた。
　「質の高いインフラ」もいいが、
日本はもっと、こうした温かみの
ある部分を価値として大切にして
いくべきではないだろうか。そう
することでその価値をさらに磨い
ていこうという動きも出てくるし、
海外に向けて「やってみてはどう
ですか」と発信していける。そう
いうことこそ“スマート”なので
はないだろうか。本当のスマート
とは何か、もっとみんなで議論を
していくべきだと思う。

劇的なパラダイム・シフトはない

　新型コロナウイルスの感染拡大
を受けても、国内外で日本勢が手
掛ける都市開発に劇的なパラダイ
ム・シフトが起こることはないだ
ろう。と言うのも、東南アジア諸
国は新型コロナの影響がそれほど
深刻ではない。それに、日本人は
失敗から教訓を得て、次に生かす
ことが苦手だ。日本は過去にもス
ペイン風邪などのパンデミックを
経験し、39万人もの死者を出し
たが、日本の都市開発の在り方が
大きく変わることはなかった。
　しかし、コロナ禍を経験して、
まちづくりの理念や価値観の置き
方にある程度の変化は期待できる。
重要なのは、持続可能な開発目標
（SDGs）が示唆していることを
今一度見直すことだ。SDGsでは

目標11で「住み続けられるまち
づくりを」が掲げられており、そ
の中には持続可能（サステナブ
ル）、包摂的（インクルーシブ）、
強靭（レジリエント）といった概
念が散りばめられている。ここを
出発点として、今後のまちづくり
をどうしていくべきか、開発途上
国とも一緒に考えていくべきだ。

途上国では「防疫」がより重要に

　安全な快適都市の条件として
「保健衛生」や「防疫」という概
念が持ち込まれる場合が増えてく
ると思われるが、その際3つの視
点を重視したい。１つ目の視点は、
都市空間をどうするかである。都
市には適正密度があり、「１ha
当たり100人」が市街地の大体の
目安になっている。これが東京の
新宿になると１ha当たり300～

400人になるが、こう
した“高密度”は、
都市の魅力の一つで
もある。もちろん、
パンデミックのよう
な時には人と人との
間の距離を２ｍあけ
るといった“防疫距
離”を確保するのは
必要だ。しかし、新

型コロナが終息した後もこうした
傾向を続けるのは、都市計画に携
わる立場から言えば好ましくはな
い。快適な生活を保証する人口密
度にもっと注意が向けられる必要
がある。
　都市計画には緑地公園といった
「オープンスペース」という考え
方がある。在宅勤務をする中で自
宅の周囲に多様なオープンスペー
スがあることに気付いた人も多い
だろう。だが一人当たりの公園面
積がバンクーバーで30m2、パリ
で12m2 ある一方、東京23区は３
m2と非常に狭い。今後、もっと
オープンスペースを増やしてリラ
ックスできる環境を作り、都市に
ゆとりを持たせようという傾向が
強まってくるだろう。
　２つ目の視点としては、交通の
アクセシビリティがある。SDGs
の目標11のターゲットの一つに
挙げられているように、女性や子
供、障害者などすべての人が公共
サービスにアクセスできるように
する動きは、より重要なテーマに
なるだろう。緊急事態宣言におい
て公共交通機関の利用自粛が呼び
掛けられた結果、多くの人が不便
を負ったが、特に老人、病人、障
害者といった交通弱者が容易に移

ゲル居住地区から高層アパート地区への変貌が急速に進む、モンゴル・ウラン
バートル市。長山氏が10年間にわたり携わってきた都市開発プロジェクトは、
2019年に終了した＝アルメックVPI提供（本誌70～71ページに関連記事）

人に寄り添うまちへ～SDGs時代の都市開発を問う

（株）アルメックVPI 代表取締役／
国際開発ジャーナル論説委員 長山 勝英氏
早稲田大学、米ペンシルベニア大学院を修了。都
市経済学博士、技術士。（株）パシフィックコンサル
タンツ・インターナショナル取締役を経て、2006年
からバリュープランニング・インターナショナル（株）
社長。13年から現職

SDGsが示唆するものを見直せ
弱者に優しい都市づくりを日本の誇るべき知見に
（株）アルメックVPIの代表取締役を務める長山勝英氏は、政府開発援助（ODA）によるモンゴルの首都ウラ
ンバートルの都市開発プロジェクトなど、アジアを中心にさまざまな都市開発を手掛けてきた。ポスト・コロナ時
代において、都市計画作りをはじめとするまちづくりは、どうあるべきなのか。長山氏の展望を聞いた。
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